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重
大
な
商
業
争
議
案
件
は
、常
に
商
業
的
判
断
、及
び
専
門
性
に
関
わ
っ

て
い
る
。
裁
判
の
審
理
期
間
が
長
過
ぎ
る
と
、
株
主
、
債
権
者
の
権
利
に

影
響
を
与
え
る
だ
け
で
は
な
く
、
投
資
者
大
衆
の
利
権
に
ま
で
影
響
を
及

ぼ
し
商
務
発
展
の
妨
げ
に
な
り
か
ね
な
い
。
紛
争
を
迅
速
、
適
切
か
つ
専

門
的
に
取
り
扱
い
、
会
社
管
理
の
健
全
化
、
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
整
備
の
た

め
、
台
湾
は
２
０
２
１
年
７
月
１
日
か
ら
「
商
業
事
件
審
理
法
」
を
施
行

し
た
。
同
法
の
施
行
に
伴
い
商
業
裁
判
所
を
増
設
。
知
的
裁
判
所
と
合
併

し
、「
知
的
財
産
及
び
商
業
裁
判
所
」（
所
在
地
は
新
北
市
板
橋
区
）と
し
た
。

商
業
裁
判
所
の
専
属
的
管
轄
案
件
は
、
大
き
く
商
業
訴
訟
事
件
及
び
商
業

非
訟
事
件
の
２
種
類
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

商
業
訴
訟
事
件

　

主
に
以
下
の
も
の
が
挙
げ
ら
れ
る
。
会
社
責
任
者
が
業
務
執
行
の
た
め
、

会
社
と
の
間
に
生
じ
る
民
事
権
利
義
務
に
関
わ
る
紛
争
、
証
券
取
引
法
の

有
価
証
券
詐
欺
、
財
務
諸
表
・
公
開
説
明
書
の
不
実
な
記
載
、
違
法
な
公

開
買
付
、
市
場
操
作
、
短
期
売
買
／
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
、
常
規
的
取
引

に
反
す
る
も
の
、
違
法
な
賃
借
ま
た
は
担
保
提
供
な
ど
に
関
わ
り
、
訴
訟

標
的
の
金
額
が
１
億
Ｎ
Ｔ
Ｄ
以
上
の
民
事
紛
争
、
ま
た
、
株
式
公
開
発
行

会
社
の
株
主
総
会
、
ま
た
は
取
締
役
会
の
決
議
効
力
に
関
す
る
事
件
な
ど

を
含
む
（
商
業
事
件
審
理
法
第
２
条
第
２
項
を
参
照
の
こ
と
）。

商
業
非
訟
事
件

　

株
式
公
開
発
行
会
社
の
株
式
買
付
価
格
の
決
定
、
会
社
法
に
従
い
臨
時

管
理
人
の
選
任
申
請
、
検
査
役
の
選
任
及
び
解
任
に
関
す
る
事
件
（
同
法

第
２
条
第
３
項
を
参
照
の
こ
と
）。

　

ま
た
、
商
業
事
件
の
高
い
専
門
性
及
び
複
雑
性
に
鑑
み
、
審
理
の
効
率

化
、
公
正
さ
を
促
す
た
め
、
同
法
は
民
事
訴
訟
法
と
異
な
る
措
置
を
取
っ

て
い
る
。
例
え
ば
、

　「
弁
護
士
強
制
制
度
」　

商
業
事
件
の
審
理
手
続
は
代
理
弁
護
士
が
行

う
こ
と
。

　「
調
停
前
置
手
続
」　
専
門
家
で
あ
る
商
業
調
停
委
員
は
調
停
に
協
力

で
き
る
。
調
停
が
成
立
し
た
場
合
、
費
用
の
四
分
の
三
の
返
還
を
請
求
で

き
る
こ
と
と
す
る
。

　「
当
事
者
問
い
合
わ
せ
制
度
」　
当
事
者
は
主
張
、
立
証
の
準
備
の
た

め
、
裁
判
所
の
指
定
期
間
内
、
ま
た
は
準
備
手
続
き
が
終
了
す
る
前
に
、

関
連
事
実
、
ま
た
は
立
証
の
必
要
事
項
に
関
し
て
相
手
側
に
具
体
的
な
説

明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
調
べ
た
い
事
実
や
証
拠
は
当
該

当
事
者
の
主
張
、
立
証
の
提
出
に
必
要
な
も
の
で
、
か
つ
調
査
し
に
く
い

も
の
に
限
ら
れ
る
。
説
明
を
求
め
ら
れ
た
当
事
者
は
正
当
な
理
由
な
く
説

明
を
拒
否
す
る
場
合
、
裁
判
所
は
当
該
当
事
者
に
不
利
な
判
断
を
下
す
こ

と
が
可
能
と
な
る
。

　「
専
門
家
承
認
制
度
」　
当
事
者
の
「
専
門
家
証
人
」
に
よ
る
専
門
意
見

の
提
出
は
認
め
ら
れ
る
。
専
門
家
証
人
の
意
見
は
原
則
と
し
て
書
面
に
よ

る
も
の
と
す
る
。

　「
秘
密
保
持
命
令
制
度
」　
秘
密
性
を
有
す
る
訴
訟
資
料
に
関
し
、
当

該
情
報
の
機
密
性
を
保
障
す
る
た
め
に
裁
判
所
に
秘
密
保
持
命
令
の
下
命

を
請
求
で
き
る
。

　

商
業
事
件
裁
判
は
２
級
２
審
制
で
、
裁
判
所
の
判
決
に
不
服
が
あ
れ

ば
、
法
律
に
別
途
の
規
定
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
最
高
裁
に
上
訴
ま
た
は

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
の
た
め
の
台
湾
法
律
講
座  

第
4
回

抗
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
２
０
２
１

年
７
月
１
日
以
前
に
、
す
で
に
裁
判
所

に
提
訴
し
た
商
業
事
件
に
関
し
て
は
旧

手
続
き
を
適
用
す
る
こ
と
と
す
る
。
新

制
度
の
実
施
に
伴
い
、
商
業
紛
争
の
専

門
家
に
よ
る
解
決
、
審
査
迅
速
化
に
よ

り
、
今
後
の
台
湾
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
改

善
を
期
待
す
る
も
の
で
あ
る
。

台
湾
商
業
事
件
審
理
法

2
0
2
1
年
7
月
1
日
施
行




